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タックスヘイブンと移転価格を組み合わせた租税回避の防止
江波戸　順　史
はじめに
近年，スターバックスやアップルなどによる国際的な租税回避をきっかけに，実務的や
学際的にだけでなく一般社会でも注目されている。租税回避には明確な定義はないが，企
業による不正な行為であることは間違いない。確かに，それは違法ではないが，スターバッ
クスによる租税回避の時にイギリス国民が憤怒したことからも明らかなように，正直に納
税する者からすれば認められない行為である。そのため，タックスヘイブン対策税制や移
転価格税制などの租税回避を防止する仕組みが各国には存在する。
企業による最近の租税回避をみると，タックスヘイブンと移転価格を同時に利用する
ケースが散見される。しかしながら，先行研究では，それぞれの租税回避が個別の問題と
してしばしば議論されている。それは，タックスヘイブンと移転価格による租税回避に対
して，タックスヘイブン対策税制と移転価格税制という異なる仕組みが適用されるので，
先行研究ではそれが二つの研究課題として検討されたためである。ただ，現実のケースを
踏まえれば，これらの租税回避は一つにまとめて検討されるべきであり，それに対応する
税制もまた構築されるべきであろう。
本稿では，このような問題意識のもと，タックスヘイブンと移転価格を組み合わせた租
税回避を防止するために望ましい方法を模索する。また，この場合にタックスヘイブン対
策税制と移転価格税制が関係することで生じる問題を指摘し，それを取り除くような方法
を明らかにする。
1. タックスヘイブンと租税回避
（1）タックスヘイブンである国や地域
タックスヘイブンとは，一般的には，租税負担がまったくない国や地域，または租税負
担がほとんどない国や地域のことである。このようなタックスヘイブンと呼ばれる国や地
域が，しばしば注目されるのは，国際的に活動する企業がそれを利用して，租税回避を行
うからである。
なお，OECDは，国際的な租税基準に従うことを表明したが，まだ実施していない国や
地域をタックスヘイブンと位置づけ，次のような基準のもとそれを判断している（1）。
（a）実質的な情報交換がなされていない
（b）透明性が欠如している
（1）  OECD［11］p.17.
〔論　説〕
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（c）実体がない投資を誘致している。
OECDのこのような位置づけは間違いではないが，タックスヘイブンに関しては，明確
な定義がないために，実質的な見地から租税負担の軽い国や地域もまたタックスヘイブン
と認識される。租税負担が軽い国としては，スイス，ルクセンブルク，ベルギー，オースト
ラリアなどがあげられる。他方，租税負担が軽い地域としては，香港やマカオ，アメリカの
デラウェア州などがある。さらに最近，租税回避の温床となっているアイルランドも実質
的にはタックスヘイブンとして位置づけられるのではないだろうか。
（2）タックスヘイブンを利用した租税回避
企業からすれば，タックスヘイブンを利用した国際的な活動は経営戦略の一つなのかも
しれないが，税務当局にとっては，その活動は租税回避に他ならない（2）。このような税務当
局の見解は，企業によるタックスヘイブンを利用しない取引と利用した取引を比較するこ
とで理解できる。
図1には，タックスヘイブンを利用しない取引が示されている。例えば，X国企業がY国
企業に1000を貸し付け，それによってX国企業は200の利子を得た場合を想定する。この
場合，X国企業が得た利子にはX国の法人税が課税される。法人税率を30％と仮定すれば，
この取引においてX国企業が負担する法人税は60になる。
他方，図2には，タックスヘイブンを利用した取引が示されている。上記の例と同じよう
に，X国企業がY国企業に1000を貸し付ける場合を想定する。ただし，X国企業はタック
スヘイブン（法人税率はゼロ）に出資金1000で設立した子会社を経由して貸し付けを行っ
たとする。すなわち，この取引では，直接的には，外国子会社が出資金1000を元手にY国
企業に貸し付けを行ったことになる。この場合，200の利子が生じるが，それはタックスヘ
イブンにある子会社が受け取るので，X国企業が負担する法人税はなく，タックスヘイブ
ンの法人税率がゼロであるために，外国子会社の法人税もまたゼロとなる。
この取引がタックスヘイブンを利用した租税回避の一般的な例である。取引の内容が同
じであっても，タックスヘイブンを利用することでX国企業が負担する法人税はゼロにで
きるのだから，たとえ企業にとっては経営戦略であったとしても，税務当局がこの取引を
租税回避として認識するのは納得できよう。
（3）タックスヘイブンと移転価格を組み合わせた租税回避
このように，タックスヘイブンを利用するだけでも租税回避は可能である。しかしなが
ら，現実には，さらに精度の高い租税回避が行われており，注目すべきは，タックスヘイブ
ンと移転価格を組み合わせた租税回避である。
移転価格が問題になるのは，企業が低税率国にある外国子会社との取引において，通常
の価格よりも低い価格を設定することで，その低税率国に企業の所得が移転されるためで
（2）  西野万里［5］p.34では，租税回避は「非合法的租税回避（tax evasion）」と「合法的租税回避（tax avoidance）
に区分されている。前者は，租税負担の一部または全部を非合法に逃れる行為であり，これは脱税である。後
者は，非合法的な行為ではないが，税法上で意図されたものとは異なる目的で税法のループホールを利用し
た租税負担を逃れる行為である。この区分に従えば，本稿が研究対象とするタックスヘイブンや移転価格を
利用した租税回避は後者の「合法的租税回避」に該当する。
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ある。低税率国のなかにはタックスヘイブンとみなされる国もあり，その国にある外国子
会社との取引において低い移転価格が設けられれば，この場合，タックスヘイブンと移転
価格の組み合わせによる租税回避の問題が生じる。
例えば，A国の親会社が，タックスヘイブンではないB国の外国子会社Ｖとタックスヘ
イブンであるC国の外国子会社Ｗに，通常の価格1000の商品を低い移転価格800で輸出し
たケースを想定する。また，A国の法人税率が30％，B国の法人税率が20％であり，C国の
法人税率がゼロであったと仮定する。
① 移転価格だけを利用した場合
この仮定のもと，A国よりもB国の法人税率の方が低いので，移転価格が低く設定され
れば租税回避が可能となる。この場合，A国では通常の価格と移転価格の差額200に法人
税率30％を乗じた分60だけ租税負担が減少し，他方，B国では200に法人税率20％を乗じ
た分40だけ租税負担が増大する。そのため，移転価格だけを利用した租税回避では，親会
社と外国子会社の企業グループは，20だけ国際的に租税負担を軽減できる。
② タックスヘイブンと移転価格を組み合わせた場合
同じ仮定のもと，A国の親会社とC国の外国子会社Ｗとの間で取引が行われた場合を考
えると，まずA国では低い移転価格のもと租税負担が60軽減される。またC国はタックス
ヘイブンなので法人税率はゼロなので，移転された所得200に対する租税負担もゼロであ
る。その結果，このようなタックスヘイブンと移転価格を組み合わせた租税回避が行われ
図1　タックスヘイブンを利用しない取引
Xᅜ௻ᴗ Yᅜ௻ᴗἲே⛯ 60 ฼Ꮚ 200㈚௜㔠 1000
図2　タックスヘイブンを利用した取引ฟ㈨㔠 1000 ㈚௜㔠 1000 ฼Ꮚ 200Xᅜ௻ᴗ ࢱࢵࢡࢫ࣊࢖ࣈࣥ
Yᅜ௻ᴗἲே⛯ࢮࣟ እᅜᏊ఍♫ ἲே⛯ࢮࣟ
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ると，企業グループ全体における租税負担は60軽減される。先述の移転価格だけを利用し
た租税回避と比較すると，タックスヘイブンと移転価格を組み合わせることで，より大き
な租税回避が可能になるのである。
この場合，A国の税収が60減少することに変わりはなく，そのためA国にとってはいず
れの租税回避によろうとも問題は同じかもしれない。しかしながら，企業グループがタッ
クスヘイブンと移転価格を組み合わせた租税回避を企てるのは，その異なる結果を期待す
るためであると考えられる。また，C国とその他の国との間で取引が行われればC国に所
得が貯えられるが，その所得には半永久的に租税負担が生じないこともこの企ての一要因
であろう。
さらに，アイルランドにおけるアップルの租税回避は深刻である（図5）。このケースの
ように，アイルランドにある外国子会社が，税率が高いアメリカ合衆国の親会社と他の国
の外国子会社と高い移転価格で取引（輸出）を行うことで，所得が税率の低いアイルラン
ドに移される。その結果，アップルが企業グループ全体で負う租税負担は軽減される。こ
のような場合には，図4に示すケースよりも全体的な租税負担の軽減割合は大きく，租税
回避はさらに深刻化する。
図3　移転価格だけを利用した租税回避እᅜᏊ఍♫㹔ぶ఍♫
Aᅜ ἲே⛯⋡ 30㸣 Bᅜ ἲே⛯⋡ 20㸣ၟရ㸦⛣㌿౯᱁ 80㸧ᨭᡶ࠸ 80
図4　タックスヘイブンと移転価格を組み合わせた租税回避ᨭᡶ࠸ 80 ၟရ 80㸦⛣㌿౯᱁㸧㏻ᖖࡢྲྀᘬぶ఍♫ እᅜᏊ఍♫㹕
C ᅜ ࢱࢵࢡࢫ࣊࢖ࣈࣥ
Aᅜ ௚ࡢᅜ㠀㛵㐃఍♫
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2. タックスヘイブン対策税制と租税回避の防止
（1）主要国のタックスヘイブン対策税制
タックスヘイブン対策税制は，企業がタックスヘイブンにある外国子会社を通じて国際
取引を行うことにより，租税負担を軽減したり，回避したりする行為に対処する制度であ
り，つまり，企業による租税回避を防止するためにある。その仕組みをみると，タックス対
策税制では，租税負担割合20％以下の国や地域に居住する外国子会社で，企業（親会社）が
直接または間接に株式等の50％を保有するものの所得のうち，その株式等の保有割合に応
じた分が，親会社の所得に合算される。
主要国のタックスヘイブン対策税制は，表1で示されるように，その内容から，エンティ
ティ ･アプローチとインカム･アプローチに区分できる。エンティティ ･アプローチでは，
一定の租税負担以下の国や地域に居住する外国子会社の所得については，所得の種類に関
係なく合算して課税される。他方，インカム･アプローチでは，特定の所得だけが合算さ
れ課税される。エンティティ ･アプローチをとる国としては，日本，イギリス，フランスな
どがあり，インカム･アプローチをとる国には，アメリカやドイツなどである。
なお，タックスヘイブン対策税制が適用除外となる場合もあり，その要件としては，表2
に示す，①事業基準（主たる事業が表に示すものでないこと），②実体基準，③管理支配基
準，④所在国基準，非関連者基準をすべて充足することである。つまり， タックスヘイブ
ン対策税制は，当該外国子会社がペーパーカンパニーではなく，その実態が確認できる場
合に限り適用除外となるので，仮に租税回避のような取引でも，上記の要件を満たすので
あれば，その適用から外される。ちなみに，後述するケースでは，この要件を充足しない外
国子会社と親会社との取引を想定している。
図5　アップルによる企業グループでの租税回避㧗࠸⛣㌿౯᱁ 㧗࠸⛣㌿౯᱁እᅜᏊ఍♫࢔ࢵࣉࣝ እᅜᏊ఍♫ ௚ࡢᅜ࢔࢖ࣝࣛࣥࢻ
࢔࣓ࣜ࢝ྜ⾗ᅜ
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表1　主要国のタックスヘイブン対策税制
日本 イギリス フランス アメリカ ドイツ
課税の方法 エンティティ ･アプローチ インカム･アプローチ
課税対象の
子会社
軽課税国に
ある外国子
会社
軽課税国に
ある外国子
会社
軽課税国に
ある外国子
会社
所得項目ご
とに税率格
差等により
判定
軽課税国に
ある外国子
会社
トリガー税率 合算対象子
会 社の租 税
負 担 が 20％
以下
合算対象子
会 社の租 税
負担が英 国
での租 税 負
担（28％）の4
分の3未満
合算対象子
会社が所在
する国 の 税
率が仏 国で
の租 税 負担
（33.333％）の
50％未満
合算対象所
得につき，合
算対象子会
社の租 税 負
担が米国最
高税率（35％）
の90％以下
合算対象所
得につき，合
算対象子会
社の所 在す
る軽 課 税 国
の租 税 負担
が25％未満
適用除外基準 あり あり あり あり あり
独 立 企 業 と し
ての実態
実態があれ
ば適用除外
実態があれ
ば適用除外
実態があれ
ば適用除外
－ 実態があれ
ば適用除外
関連者との
取引
一定の関連
者間取引を
有する場合，
適用除外と
はならない。
一定の関連
者間取引を
有する場合，
適用除外と
はならない。
一定の関連
者間取引を
有する場合，
適用除外と
はならない。
特定の所得
について一
定の関連者
間取引を有
す る 場 合，
適用除外と
ならない。
一定の関連
者間取引を
有する場合，
適用除外と
はならない。
（出所）財務省資料に加筆修正。
表2　タックスヘイブン対策税制の適用除外要件
適用除外の要件 内容
事業基準
株式（統括会社による被統括会社の株式等の保有は除く），債
券の保有を主たる事業とするもの，工業所有権，著作権の提
供等を主たる事業とするもの，船舶もしくは航空機の貸付け
を主たる事業とするものでないこと
実体基準
外国子会社がその本店所在地国等において，その主たる事業
を行うのに必要と認められる事務所，店舗，工場，その他の
固定施設を有すること
管理支配基準
外国子会社の本店等において，その事業の管理，支配および
運営を自ら行っていること
所在国基準，非関連者基準
外国子会社の事業が主としてその本店所在地国等で行われ
ていることを求める所在国基準か，主たる取引の50％超が非
関連者とのものであることを求める非関連者基準のいずれ
かをクリアすること
（出所）財務省資料により作成。
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（2）日米における仕組みの比較
日本において，タックスヘイブン対策税制が導入されたのは1978年である。その背景に
は，企業によるタックスヘイブンを利用した租税回避があり，国際的にも国内的にもその
防止が求められたために，他の先進国に並び日本でもタックスヘイブン対策税制が制定さ
れたのである。なお，小島（2008）によれば，日本では，本店所在地主義がとられるために，
イギリスの管理支配地主義による課税方式ではなく，アメリカ合衆国やカナダと同じよう
に，合算課税方式が取り入れられた（3）。
その仕組みは，先述のように，株式等の保有割合に応じて外国子会社の所得が親会社
の所得に合算される。アメリカ合衆国でも，サブパートF条項に基づくCFC（Controlled 
Foreign Corporation：被支配外国法人）税制のもと（4），米国株主（親会社）に保有される
CFCの特定の所得を株式等の保有割合に応じて親会社の所得に合算して課税される。この
ように，日米の仕組みは，合算課税方式を取り入れている点では共通している。しかしな
がら，合算される所得に関しては，日本では所得の種類は関係しないのに対して，アメリ
カ合衆国では特定の所得に限定される（5）。
梶山（1998）が指摘するように，日米では当該税制の対象となる外国子会社（被支配外国
法人）の定義も異なり，日米の仕組みがこのように異なる状況下で，日本のタックスヘイ
ブン対策税制とアメリカ合衆国のCFC税制が調整されることなく，それぞれ適用される
可能性は否定できない（6）。梶山（1998）は，この場合に生じ得る法的二重課税が企業の最大
の関心事であると主張するが，企業はいかに租税負担を軽減できるか，すなわち，租税回
避にこそ大きな関心を寄せていると考えられる（7）。
（3）移転価格税制に合わせた措置
租税回避を企てる親会社は，タックスヘイブンにある外国子会社との取引において，独
立企業との取引における価格よりも低い移転価格を設定することで，所得をタックスヘイ
ブンに移転すれば，企業グループ全体で租税負担を軽減させることができる。この場合，
親会社が居住する国では，移転価格税制を適用することで，親会社と外国子会社との取引
における移転価格が，非関連企業との取引における価格（独立企業間価格）に引き直され，
タックスヘイブンに移転された所得を取り戻すことができる。
ただ，この場合，取引の相手国がタックスヘイブンなので，移転価格税制と同時にタッ
クスヘイブン対策税制の適用が可能である。そのため，当該取引に対してこの異なる二つ
の税制が適用されれば，法的二重課税が生じてしまう。例えば，親会社とタックスヘイブ
ンにある外国子会社との取引において，移転価格税制のもと移転価格800が独立企業間価
格1000に引き直され，親会社の所得が算定され，同時にタックスヘイブン対策税制によっ
（3）  小島俊朗［3］p.42.
（4）  アメリカ合衆国においてサブパートF条項は1962年に導入された。
（5）  小島俊朗［3］p.44によれば，特定の所得とは，サブパートF所得であり，①外国拠点会社の所得，②保険所得，
③国際ボイコット活動及び国際的贈収賄に係る所得がそれに該当する。
（6）  梶山紀子［2］p.84.
（7）  梶山紀子［2］p.84. 確かに，法的二重課税にも関心はあるであろうが，タックスヘイブに進出する際に第一に
企業が持つ関心は，低税率を利用した租税負担の軽減，租税回避のはずである。
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て外国子会社の所得（移転価格による所得200を含む）を親会社の所得に合算して課税さ
れると，その所得200に二重に課税されることになる。
そのため，現行のシステムでは，移転価格税制とタックスヘイブン対策税制，いずれも
適用可能な場合には，移転価格税制による結果を受けて，タックスヘイブン対策税制にお
いてそれに対応するための措置が講じられる。この場合，タックスヘイブン対策税制では，
親会社と外国子会社の所得を合算するにあたり，移転価格の更正分だけ減額される。上記
の例によれば，移転価格の更正分200が合算される所得から差し引かれる。
3. 現行システムの問題を解決する合算課税
（1）移転価格税制に合わせた措置の問題点
現行のシステムのもとでは，タックスヘイブンと移転価格を組み合わせた租税回避に
は，まず移転価格税制が適用され，それを受けてタックスヘイブン対策税制が執行される
が，これは移転価格税制が適正に機能することを前提としている。
移転価格税制では，移転価格の操作による租税回避は，独立企業間価格に基づき処理さ
れる。すなわち，親会社と外国子会社との取引など，企業グループ内取引で設けられた移
転価格を独立企業間価格に引き直すことで，移転価格を通じて相手国に移転された所得を
取り戻すことになる。
しかしながら，今日のように企業の国際的な活動が複雑多様化したなかでは，独立企業
間価格の算定要件である比較対象取引の発見が困難であるケースもあり，この場合には独
立企業間価格は算定できない。特に，Caves（2007）が指摘するように無形資産は特殊性が
高い多いため（8），それに係る比較対象取引を発見する可能性は低いであろう。独立企業間
価格は，原則として基本三法に基づき算定されるが，比較対象取引が発見できないなかで
は，その価格により無形資産を評価するのは難しい。
このように，タックスヘイブンを利用した租税回避を防止すべく執行される移転価格税
制がうまく機能しないと，それに続くタックスヘイブン対策税制もまた機能しなくなって
しまう。すなわち，独立企業間価格が算定できなければ，タックスヘイブン対策税制のも
と，合算所得からそれに相当する分が減額されないのだから，租税回避が適正に防止され
ることはない。移転価格により相手国に移転された所得，それを合算所得から正しく差し
引くことで，租税回避の防止もまた適正と言えよう。
（2）独立企業原則と企業グループ内取引
そもそもこのような問題が起こる原因は，移転価格税制が企業グループ内取引の実態に
合致していないためである。親会社と外国子会社は，その企業間の取引をある一つの企業
内における取引のような結果をもたらすのだから，これらの企業は独立した企業というよ
りも，まとめて企業グループとして認識する方が正しく，それに合ったシステムが求めら
れよう。
移転価格税制の基礎にあるのは独立企業原則である。独立企業原則では，企業グループ
（8）  Caves, R. E.［6］pp.4-5. Cavesは，①公共財（public goods），②機会主義（opportunism），③不確実性（uncertainty）
の観点から，無形資産の特殊性を検討している。
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内取引における特別な条件を排して，独立した企業による場合と同じようにその取引を処
理することを求める。これを厳守すると，グループ内の企業と企業の取引であろうとも，
それぞれ独立した企業同士の取引として認識されるが，それは企業グループ内取引の実態
を歪めて捕捉することに他ならない。
独立企業間価格の算定において比較対象取引の発見が求められるのも，独立企業原則に
基づき企業グループ内取引を非関連企業間の取引のように擬装する手続きであると考えら
れる。企業グループという組織体を無視して，グループに所属する企業を独立した個別の
企業のように処理し，またそれらの取引も非関連企業間の取引のようにみなすのは問題が
あるのではないだろうか。
また，McLure（1984）が主張するように，企業グループ内取引においては，非関連企業
間の取引では存在しない内部取引利益（extraordinary profit）が生じる（9）。しかしながら，
非関連企業間の取引を重視する独立企業原則による限り，企業グループ内取引でのみ生じ
る内部取引利益は適正に処理されることはない。これは，企業グループ内取引を非関連企
業間の取引のようにみなす結果であり，その実態を見誤っているのである。
それならば，企業グループ内取引を包括的に処理するシステムが望ましく，それが合算
課税である。タックスヘイブン対策税制は，もともと合算課税を取り入れている。親会社
の所得とタックスヘイブンにある外国子会社の所得の一部を合算するのだから，企業グ
ループ内取引の実態に合ったシステムであると言えよう。しかしながら，タックスヘイブ
ンと移転価格を組み合わせた租税回避に関しては，移転価格税制が優先されるために問題
が複雑化していると考えられる。
（3）合算課税による租税回避の防止
このような問題を抱える移転価格税制，独立企業原則に代わり定式配賦方式を導入すべ
きであるとの主張もある。定式配賦方式は，企業グループ内取引で生じた合算所得を関連
する企業間で分配する仕組みである。つまり，定式配賦方式もまた合算課税として分類さ
れる。
もし仮に，移転価格税制においてもこのような合算課税が実施されるのであれば，先述
した移転価格税制とタックスヘイブン対策税制を調整する措置は必要なくなるであろう。
タックスヘイブン対策税制と同様に，移転価格税制もまた親会社とタックスヘイブンにあ
る外国子会社の所得を合算するわけだから，システム的な齟齬はなくなるはずであり，適
正な租税回避の防止が期待できよう。
また，独立企業原則の問題が，租税回避を防止する上で障害になることもないであろう。
合算課税であれば，企業グループ内取引は非関連企業間の取引のように擬装することなく
そのまま補足されるので，比較対象取引の発見，無形資産の特殊性などの問題も取り除か
れるはずである。また，企業グループ内取引においてのみ生じる内部取引利益もまた合算
所得のなかに含まれ処理されるので，この問題も解決されよう。
合算課税の形としては，Lebowitz（1999），Russo（2005）が提唱する残余利益分割法（10），
（9）  McLure, Jr., C. E.［9］p.94. extraordinary profitに関しては，その内容から「内部取引利益」と呼称する。なお，
これは「統合の利益」と同義である。
（10）  Lebowitz, B. E.［8］p.1205, Russo, A.［12］p.26.
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あるいはHerzing and Joisten（2010）の推奨する貢献度分析法（Contribution Analysis）（11）
が望ましいであろう。いずれの方法でも，企業グループにおける合算所得がある定式に基
づき関係する企業間で配分される。ただ，江波戸（2012）が指摘するように，残余利益分割
法では内部取引利益が処理されない点を考慮すると，タックスヘイブンと移転価格を組み
合わせた租税回避を防止するためには貢献度分析法の方が適当であろう（12）。
将来的に，移転価格税制に合算課税が組み込まれるのであれば，タックスヘイブン対策
税制と移転価格税制を区別することなく，租税回避を防止する包括的かつ統一的なシステ
ムが構築されると期待できよう。このようなシステムが実現すれば，タックスヘイブンに
よるものでも，移転価格によるものでも，またタックスヘイブンと移転価格を組み合わせ
た租税回避も含め，あらゆる租税回避の防止が一元管理できるようになると推察される。
おわりに
本稿では，タックスヘイブンと移転価格を組み合わせた租税回避を防止する方法につい
て検討した。結論をまとめると以下のようになる。
タックスヘイブンが租税回避の温床であることは広く知られている。タックスヘイブン
を利用することで，企業は本来負担すべき租税負担を全く負担しないか，あるいは軽減す
ることができる。そのため，国際的に活動する企業はタックスヘイブンを積極的に利用す
るわけだが，それが租税回避であると認められるならば，タックスヘイブン対策税制のも
と，各国はその防止に努めているのが現状である。
確かに，タックスヘイブンを利用した租税回避ならば，タックスヘイブン対策税制によ
り防止できると考えられるが，これに移転価格が加わると問題が複雑化し，タックスヘイ
ブン対策税制だけでなく，移転価格税制もまたこの問題に関与することになる。この場合，
いずれの税制を適用すべきかが問われるが，現行システムのもとでは，タックスヘイブン
と移転価格を組み合わせた租税回避には，移転価格税制がまず適用され，その結果を受け
てタックスヘイブン対策税制を執行することでその防止が試みられる。
ただ，移転価格税制を最初に適用するとなると，その仕組みに内包される問題が租税回
避の防止に支障をきたすと考えられる。第1に，移転価格税制では比較対象取引の発見が
求められるが，企業による国際的な活動が複雑化した今日では，それが困難なケースがあ
る。このような状況では，独立企業間価格も算定できないので，タックスヘイブン対策税
制のもと，移転価格税制に合わせた措置を講じることも難しくなると考えられる。第2に，
移転価格税制では，独立企業原則に基づき，企業グループ内取引は非関連企業間の取引と
みなされるためであり，企業グループ内取引の実態把握を歪めるであろう。また，独立企
業原則による限り，独立企業間の取引では生じない内部取引利益もまた処理されないこと
は明らかである。
以上の問題を勘案すると，タックスヘイブンと移転価格を組み合わせた租税回避を防止
するためには，合算課税が望ましいと考えられる。企業グループをそのままの形で認識し，
企業グループ内取引で生じた所得を合算して課税すれば，タックスヘイブン対策税制と移
（11）  Herzing, N. and C. Joisten［7］p.345.
（12）  江波戸順史［1］pp.189-191.
─115─
転価格税制の法的二重課税も問題になることはなく，また移転価格税制が抱える問題も適
正に処理されるであろう。将来的には，タックスヘイブンと移転価格を組み合わせた租税
回避はさらに複雑化すると予想されるが，その場合にも合算課税は十分対応できると期待
できよう。
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〔抄　録〕
本稿では，タックスヘイブンと移転価格を組み合わせた租税回避に焦点をあて，この問
題を解決するための方法を模索している。
現行システムのもとでは，タックスヘイブン対策税制と移転価格を組み合わせた租税回
避に対しては，まず移転価格税制が適用され，その結果を受けてタックスヘイブン対策税
制の執行段階で調整が図られる。しかしながら，この仕組みによる限り，比較対象取引の
発見や内部取引利益など，移転価格税制が抱える問題が租税回避の防止にも反映される
が，それは望ましいことではない。
この原因は，移転価格税制が企業グループの実態に合わない仕組みだからである。それ
ならば，企業グループの実態に合うようにシステム改革を行うべきであり，合算課税が望
ましい。合算課税によれば，移転価格税制の問題は取り除かれ，タックスヘイブン対策税
制との調整も必要なくなり，と期待できる。
